
Ⅰ　改革・改善内容（＝施策をより良く実施するための方策）

Ⅱ　施策の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

単位
平成26
年度

平成27
年度

ⅰ ％ 98.9 98.7
ⅱ 人 135 151
ⅲ 人 266 441
ⅳ
ⅰ 件 229 208
ⅱ 人 38 22
ⅲ 人 490 517
ⅳ 人 97 97
ⅴ 組 56 48
ⅵ 人 45 46
ⅶ 人 26 17
ⅷ 百万円 145 178
ⅸ 人 2,575 2,100

④施策の事業費 平成27年度決算 平成28年度決算

事業費（千円） 1,823,693 1,960,029 円
Ⅳ　評価・検討

Ⅴ　今後の方向性
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障がいのある方に対する相談支援の中核的な機関として、障がい者への早期支援
や困難ケースの対応、関係機関とのコーディネート機能の役割を担う基幹相談支援
センターを設置する。

③特に重点化する事務事業 基幹相談支援センターに要する経費

④上記方向性の説明

110

2,500

42

市民一人あたり事業費（8年度決算）

①成果の方向性 ↑向上

②総合評価

②コストの方向性 ↑増加

２９年度に設置予定の基幹相談支援セ
ンターが中心となり、相談支援事業所の
相談員が抱える困難ケース等への指導
やスキルアップを目的とした研修会の開
催、地域の相談支援機関・関係機関との
ネットワークの構築を進める。

平成２６年度に策定した平成２７年度から平成２９年
度を計画期間とする第４期鎌ケ谷市障がい者福祉
計画に基づき、障害福祉サービスに係る計画相談
の推進、困難ケースに係る相談支援事業所等との
連携強化を実施していく必要がある。

①課題（目的に対す
る現状など）

平成29年度予算
2,336,588

2概ね達成

政策

障がい者へのアンケート調査、障がい者団体のヒアリング等を行い、障がい福祉施策に対す
るニーズや障害福祉サービスの利用意向を把握するとともに、現状と課題を整理して平成３
０年度から３２年度までを計画期間とする第５期障がい福祉計画を策定する。

計画相談の推進については、受給者証更新時に必
要性の周知を行うなど取り組みを進めた。困難ケー
スに対しては、関係者によるケース会議の開催や障
がい者地域自立支援協議会の専門部会での事例検
討を行い連携強化に努めた。

身体、知的、精神障がい者（児）
とその家族、介護者、地域住民

意図（対象をどう
するのか）

障がい者（児）が住み慣れた家庭や地域
で安心して自立した生活をしている。

①目的

菅井　智美

鎌ケ谷市施策評価表（事後）

①平成27～28年度
の施策の成果

障害者総合支援法等に基づく適切な障がい福祉サービスの提供や地域生活支援事業を実
施した。障がい者の社会参加を日常生活活動を支えるため、地域活動支援センターⅢ型事
業所への運営補助や身体障がい者福祉センターの各種講座を開催した。また、重度心身障
がい者（児）医療費助成制度の現物給付化や障害者差別解消法の周知啓発に取り組んだ。

①前回
の評価
で掲げ
た内容

②施策の概要
障害福祉サービス、地域生活支援事業を適切に利用することにより、障がい者とその家族が
地域で安心して生活が送れるように支援するとともに、障がい者への就労支援や生きがいづ
くりに取り組む。

③環境分析（状況変化
や今後の見込み・市民意
向など）

②①に
基づく
取組み
結果

基本目標

③改革・改
善内容

③総合評価
の理由

障がい福祉サービスにおいては訪問系、日中系とも
サービス利用者数が目標を上回った。障がいをお持
ちの人でサービスを利用していない人、複数の生活
課題を抱え対応が難しいケースへの支援が課題と
なっている。

障がいに関する相談支援体制の更なる充実を図るため、基幹相談支援センターを
設置する。

平成28
年度

98.7
139

2,644

目標値
（32年度）

98.7

556

284
36

94

施策の名称 114社会参加に向けた障がい者（児）福祉の推進

施策のねらい
（めざす姿）

障がい者（児）が、住み慣れた家庭や地域で安心して自立した生活をしています。

施策担当マネージャー

マネージャー氏名

健康福祉部次長1「健康で生きがいのある福祉・学習都市」をめざして

11誰もが健康に暮らせる生涯福祉社会をつくります

指標名称

障がい者手帳所持者のうち施設入所者を除いた割合

介護給付・訓練等給付費の受給者数
身障センター講座参加者数

訪問系サービス利用者数

啓発事業参加者数

日中系サービス利用者数

親子教室参加者数
のびのびルーム利用者数
障がい者の防災訓練参加者数
重度心身障がい者（児）医療費助成額

48
178

②施策
成果指
標 473 390

③基本
事業成
果指標

手話通訳派遣数
地域活動支援センター利用者数

(単位：円) 17,953

20
165

215
25
600
100
40
48


